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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月29日に提出いたしました第62期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の

一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

有価証券報告書の一部内容を訂正 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

第２ 【事業の状況】 

３ 【対処すべき課題】 

(5) 会社の財務および事業の決定を支配する者のあり方に関する基本方針 

訂正前 

①基本方針の内容 

省略 

②不適切な者による支配の防止のための取り組み 

省略 

  

訂正後 

①基本方針の内容 

省略 

②不適切な者による支配の防止のための取り組み 

省略 

③上記②の取り組みについての取締役会の判断 

上記の買収防衛策は、a.大規模買付行為の当否に関する最終的な判断を株主に委ねることとしていること、b.運用

に際しての重要な判断を客観的に行う機関として社外取締役および社外監査役からなる特別委員会を設置しているこ

と、c.特別委員会は当社の費用で独立した外部専門家等の助言を受けることができるものとされていること、d.毎年

の定時株主総会後最初に開催される当社取締役会において継続の当否について検討することとしていること、e.取締

役会により廃止することができるものとされていることから、上記①に述べた基本方針に沿うものであり、株主共同

の利益を損なうものでなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えます。 

  

  

  

  

  

  

  

第４ 【提出会社の状況】 

３ 【配当政策】 

訂正前 



株主に対する配当は基本的に企業収益に対応して決定すべきものと考えます。激変する経営環境のなかで、将来

にわたって株主利益を確保するため、企業体質の強化や積極的な事業展開に必要な内部留保は不可欠であり、株主

への利益還元につきましては、安定的な配当に留意しつつ業績等を勘案してその充実に努めてまいります。 

  

以下省略 

  

訂正後 

株主に対する配当は基本的に企業収益に対応して決定すべきものと考えます。激変する経営環境のなかで、将来

にわたって株主利益を確保するため、企業体質の強化や積極的な事業展開に必要な内部留保は不可欠であり、株主

への利益還元につきましては、安定的な配当に留意しつつ業績等を勘案してその充実に努めてまいります。 

当社は期末配当のみ年１回の剰余金の配当を行なうことを基本方針としており、剰余金の配当の決定機関は取締

役会であります。 

  

以下省略 

  

  

  

５【役員の状況】 

訂正前 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 
(千株)

取締役 
(代表取締役) 

コンサルタン
ト 
海外事業本部
長 

有賀 直記 昭和20年10月16日生 

昭和43年４月 当社入社 

注２ 68 

平成６年７月 当社コンサルタント部門第三事業部農業開発部
長 

平成10年７月 当社コンサルタント事業本部国際事業部副技師
長 

平成11年10月 当社ハノイ事務所長

平成13年６月 当社取締役

平成14年７月 当社コンサルタント国際事業本部副事業本部長 

平成15年６月 当社執行役員

平成15年７月 当社コンサルタント海外カンパニーバイスプレ
ジデント兼新領域事業統括部長 

平成16年６月 当社取締役常務執行役員

  当社コンサルタント海外カンパニープレジデン
ト 

平成18年６月 当社取締役専務執行役員（現職）

平成18年10月 当社コンサルタント海外事業本部長（現職） 



訂正後
 

  

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

訂正前 

①～⑨ 省略 

⑩ 取締役会決議による剰余金配当について 

当社は、必要に応じた機動的な配当の実施を可能とするため、会社法第459条第１項(剰余金の配当等を取締役会が

決定する旨の定款の定め)に定める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、取締役会決議によって定

めることとする旨を定款に定めております。 

  

訂正後 

①～⑨ 省略 

⑩ 取締役会決議による剰余金配当について 

当社は、必要に応じた機動的な配当の実施を可能とするため、会社法第459条第１項(剰余金の配当等を取締役会が

決定する旨の定款の定め)に定める事項については、法令に特段の定めがある場合を除き、株主総会の決議によらず

取締役会決議によって定めることとする旨を定款に定めております。 

⑪取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は累積投票によら

ないものとする旨定款に定めております。 

⑫株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。こ

れは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を目的とするものでありま

す。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株
式数 

(千株)

取締役 
(代表取締役) 

コンサルタン
ト 
海外事業本部
長 

有賀 直記 昭和20年10月16日生 

昭和43年４月 当社入社 

注２ 68 

平成６年７月 当社コンサルタント部門第三事業部農業開発

部長 
平成10年７月 当社コンサルタント事業本部国際事業部副技

師長 
平成11年10月 当社ハノイ事務所長

平成13年６月 当社取締役

平成14年７月 当社コンサルタント国際事業本部副事業本部

長 
平成15年６月 当社執行役員

平成15年７月 当社コンサルタント海外カンパニーバイスプ

レジデント兼新領域事業統括部長 
平成16年６月 当社代表取締役常務執行役員

  当社コンサルタント海外カンパニープレジデ

ント 
平成18年６月 当社代表取締役専務執行役員（現職） 
平成18年10月 当社コンサルタント海外事業本部長（現職） 
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